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　The JNC conducted R&D projects on uranium exploration in Japan from 1956 to 1987. Several mine facilities, such 
as waste rock yards and a mill tailing pond, were retained around Ningyo‐Toge after the projects ended. Thus, JNC’s
Ningyo‐Toge Environmental Engineering Center proposed a reclamation plan for these facilities with fundamental 
policy, an example of safety analysis and timetables. Although the plan is primarily based on the Japanese Mine Safety 
Law, it also refers to ICRP recommendations, IAEA reports, measures implemented overseas, etc. because this is the 
first such case in Japan.
　This plan was evaluated and validated from the technological viewpoint by the Technological Advisory Board on the 
Reclamation of the Ningyo‐Toge uranium mining and milling facilities, in the 4th Meeting on April 11, 2002. The 
Board was established on January 29, 2001 and composes 10 experts regarding nuclear energy, radiology, mining, civil 
engineering, etc.; its chairperson is Dr. M. Nakano, a professor emeritus of Univ. of Tokyo.
　This report illustrates the reclamation plan mainly concerning  waste rock yards and a mill tailing pond.

The Reclamation Plan for Uranium Mine Facilities in Ningyo‐Toge Environmental Engineering Center, JNC
－mainly concerning waste rock yards and a mill tailing pond－

Toshihiro MATSUMURA　　Kazuhiko SATO　　Takayuki TOKIZAWA

Environmental Research and Development Division, Ningyo‐Toge Environmental Engineering Center

　人形峠及びその周辺には，1950年代から行われてきたウラン鉱山の探鉱・採鉱活動で発生した捨石たい積場及
び鉱さいたい積場等の鉱山関連施設・設備が存在する。これらの鉱山施設の跡措置について，鉱害防止及び国内

に例がない核原料物質鉱山の跡措置の観点から，海外におけるウラン鉱山などの措置の事例や国際的な措置の考

え方などを参考とし，措置の基本的な考え方，措置の安全性の予察的見通し及び今後のアクションプラン等をま

とめた。

　本計画を技術的かつ客観的な観点での助言・指導・評価を得るために，人形峠環境技術センター所長の諮問に

より「鉱山跡措置技術委員会」（委員長：中野政詩東京大学名誉教授，原子力，放射線，鉱山，土木工学などの

分野の専門家10名で組織）を設置した。本計画は，委員会による助言や指導を仰ぎながら2001年１月から検討
がなされ，2002年４月11日の第４回鉱山跡措置技術委員会において，その技術的内容が妥当と確認された。
　本稿では，特に捨石たい積場及び鉱さいたい積場に重点をおいて措置方策について報告する。
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人形峠環境技術センターにおける
鉱山跡の措置に関する基本計画
－捨石たい積場及び鉱さいたい積場を中心に－
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１．はじめに

　１９５５年地質調査所により，国内ではじめて岡山
県と鳥取県の県境に位置する人形峠で有望なウラ
ン鉱床の露頭が発見された。これを契機に，人形
峠地区及びその周辺地域において，１９５６年から
１９６５年頃までにウラン鉱床の探鉱が，１９６５年頃か
らは採鉱，製錬活動が盛んに行われてきた。１９７５
年以降は，鉱山開発は縮小され，露天採掘とヒー
プリーチング法による低品位鉱石の処理，捨石た
い積場や鉱さいたい積場，坑水処理施設などの鉱
山施設の維持管理が中心となった。
　１９８９年度，ウラン鉱山跡地の管理の概念として，
鉱山保安法にICRP勧告に基づく管理区域や周辺
監視区域及び周辺監視区域の外側における１
mSv/年以下の管理の考え方が新たに導入され，こ
れに準じ捨石たい積場などは敷地境界において１
mSv/年以下となるよう現在も敷地境界に柵など
を設けて維持管理が継続されている。
　人形峠環境技術センターでは，サイクル機構の
中長期事業計画に基づき，安全確保を大前提に鉱
業活動を終了したウラン鉱山の閉山措置を確実に
行うことが求められている。
　ウラン鉱山の措置にあたっては，他の金属鉱山

と異なり，ウランの半減期の長期性や天然放射線
源としての特徴を考慮する必要があるが，国内に
はウラン鉱山全体を閉山措置した事例はない。そ
のため，参考となる海外措置事例や国際的な基準
や考え方を元に，本措置計画を取りまとめた。な
お，取りまとめに際し以下の点に配慮した。
（１）鉱山保安法に周辺監視区域などの考え方が導
入される以前に既にあった捨石たい積場などに
ついても，現行の鉱山保安法のもとで，長期的
な安全確保方策を構築する。

（２）鉱山跡措置の放射線防護にかかわる安全性に
関しては，安全解析による安全性の見通しをつ
け，その見通しをより確かにするための対策を
強化する。

（３）将来にわたり想定可能な範囲での災害・危害
に対して，鉱害防止及び放射線防護両者の観点
からの長期的な安全性を考慮した対策とする。

２．鉱山跡などの管理の現状

２．１　跡措置の対象

　センターが所管する鉱害防止などの管理の対象
となる施設には次の施設があり，これらが鉱山跡
の措置対象となる（写真１）。
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写真１　主な措置対象物
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（１）採鉱，探鉱跡
・　坑口：　２２ヵ所（貫通坑を含めると４５ヵ所）
・　通気立坑口：２ヵ所
・　見学坑道：１ヵ所（センター構内）
・　露天採掘場跡地：１ヵ所（センター構内）
（２）たい積場
・　捨石たい積場：　１７ヵ所，センター構内の表
土たい積場を含むと１８ヵ所（図１）
・　鉱さいたい積場：１ヵ所（センター構内）
（３）坑水処理施設
・　坑水処理施設：１ヵ所（センター構内）
（４）その他の施設
・　ヒープリーチング施設：１ヵ所（センター構
内）
・　資材倉庫：１ヵ所（センター構内）
・　開発試験棟：１ヵ所（センター構内）
　なお，捨石たい積場は上記以外にも旧倉吉鉱山
に鳥取県が管理する５ヵ所が存在する＊。

２．２　捨石たい積場等の管理の現状

　サイクル機構の前身である原子燃料公社は，人
形峠地区及びその周辺地域で鉱業活動を行った。
その結果，人形峠鉱山，東郷鉱山及び旧倉吉鉱山
の３鉱山では，発生した「捨石」を坑道入口付近
の傾斜した斜面に設けた捨石たい積場に投下たい
積した1）。現在は，鉱山保安法に基づき危害，鉱害
及び放射線管理の観点で以下のように安全に管理
を行っている。
（１）捨石たい積場及び坑道跡の管理
　たい積場の下流部にはかん止堤，周囲には山腹
水路などを設置し，定期的な巡視と放射線量，水
質測定を実施している。また，敷地境界に柵など
を設け，立ち入りを制限している。
（２）鉱さいたい積場の管理
　鉱山保安法に基づき山腹水路の管理，鉱さいた
い積場内の水位管理，貯留水の処理などを実施し
ている。
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�旧倉吉鉱山は，既に鉱業権が放棄されており，またサイクル機構が最終鉱業権者でないことから，サイクル機構に法的管理義務はないため，措置対象に
含めていない。現在，地方自治体からの依頼によりサイクル機構が管理している。これら旧倉吉鉱山の捨石たい積場も，本計画の検討成果を反映させる
ことにより措置することは可能と考えられる。

＊

図１　捨石たい積場の位置
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（３）ヒープリーチング施設の管理
　ヒープリーチング施設は，露天採掘された鉱石
約５万tを用いて浸出試験を行い，約40tのウラン
を回収した。現在は，捨石の試験に用いるため維
持管理している。
（４）坑水処理施設の管理
　坑水処理施設は，ダムからの配管，低濃度ウラ
ン回収設備，試薬添加設備，沈殿池，サンドフィ
ルター，放流水槽などから構成されている。現在，
老朽化に伴う施設設備更新により発生した送水ポ
ンプや配管類などの不要物は整理し，屋外で管理
している。
（５）その他の鉱業活動に伴う不要物の管理
　このほかに，坑内で使用した支保材（鉄柱），鉱
石を運搬したトラックの荷台に設置していた鉄製

の内張り，重機のキャタピラなどの鉱業廃棄物を
保管している。また，ヒープリーチング施設，坑
水処理施設でウランの吸着に用いたイオン交換樹
脂がある。これらについては資材倉庫や屋外にお
いて管理しており，日常的な巡視点検による維持
管理を行っている。
　たい積場による周辺への放射線の影響は，たい
積場ごとに設定したバックグランドを除く空間γ
線による外部被ばく線量，空気中（ラドンを含む）
又は水中の放射性物質の吸入摂取，経口摂取によ
る内部被ばく線量の総計で評価している。この被
ばく線量は，捨石たい積場の敷地境界の外側にお
いて，鉱山保安法に定められた線量限度である１
mSv/年以下を担保している（表１）。なお，赤和
瀬１号坑捨石たい積場のように，たい積場内にお
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表１　敷地境界における線量評価

敷地合算＊）

評価結果
mSv/年

空間γ線線量（２０００年度測定）ラドン実効線量
評価対象捨石たい積場評価対象敷地 実効線量

mSv/年
バックグランド値
μGy/h

測定最大値
μGy/h

敷地合算＊）

mSv/年
実効線量
mSv/年

０．４２０．２９５０．０７８０．１２０．１２５

０．０００峠４号坑捨石たい積場

人形峠環境技術センター

０．００２峠５号坑捨石たい積場

０．００４夜次１号坑捨石たい積場

０．００４夜次北１号坑捨石たい積場

０．００８夜次露天採掘場跡地 

０．００１夜次表土たい積場

０．１０６夜次鉱さいたい積場

０．０４０．０２８０．０９６０．１００．０１００．０１０中津河大切坑捨石たい積場中津河大切坑捨石たい積場

０．０１０．０１３０．０６１０．０８０＊＊）　　０＊＊）　　赤和瀬１号坑捨石たい積場赤和瀬１号坑捨石たい積場

０．５８０．５６１０．０７００．１５０．０１５０．０１５長者捨石たい積場長者捨石たい積場

０．６００．５４７０．０５２０．１３０．０５１０．０５１神倉１号坑捨石たい積場神倉１号坑捨石たい積場

０．４５０．４２１０．０７００．１３０．０３００．０３０神倉２号坑捨石たい積場神倉２号坑捨石たい積場

０．４８０．３５１０．０７００．１２０．１３０

０．０３０方面１号捨石たい積場

方面１号・２号坑捨石たい積場

０．０３０方面２号坑捨石たい積場

０．００１貯鉱場跡地

０．０００保管場

０．０６９方面下１号坑口

０．４００．３９３０．１０４０．１６０．０１１０．０１１方面下２号捨石たい積場方面下２号捨石たい積場

０．３５０．３４４０．０６１０．１１０．００４０．００４方面３号捨石たい積場方面３号捨石たい積場

０．４５０．４０００．１１３０．１７０．０４５
０．０２８上流側捨石たい積場

麻畑１号坑捨石たい積場
０．０１７下流側捨石たい積場

０．１３０．０９１０．１５７０．１７０．０３４０．０３４麻畑２号坑捨石たい積場麻畑２号坑捨石たい積場

０．２８０．２７３０．０６１０．１００．００５０．００５麻畑２号坑捨石たい積場（B）麻畑２号坑捨石たい積場（B）

０．７３０．７１５０．０７８０．１８＊＊＊）０．０１５０．０１５麻畑３号捨石たい積場麻畑３号捨石たい積場

ラドン実効線量はプルームモデルを用いて，風速１．０ｍ，大気安定度Ｄによりたい積物（ラドン発生源）に最も近い敷地境界上
で評価した。

：敷地合算については，安全側の評価を目的として評価場所が異なる値を全て合算した。
：赤和瀬１号坑捨石たい積場内のラドン散逸率は周辺環境と同程度であり，一般的な土壌からの散逸率と差異が認められないた
め，実効線量を０mSv/年とした。

：天然露頭による影響箇所を除く最大値を用いた。＊＊＊）

＊）

＊＊）
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いても常時１mSv/年以下のたい積場もある。
　環境監視は，岡山県，鳥取県との環境保全協定
に管理目標値を設定し，年４回，放射線量，空気
中･河川水中･土壌中･植物中の放射能濃度の測定
を行っている2，3）。測定の結果は，岡山県の「環境
放射線など測定技術委員会」及び鳥取県の「放射
能調査専門家会議」で，それぞれの県が行った測
定結果と共に検討・評価が行われ，公表され，毎
年「自然放射能レベルの分布･変動の範囲内」で
あると評価されている4，5）。

３．跡措置対象物の特徴及び物量

　跡措置対象物の特徴は，インベントリ的かつ放
射線的な観点から見ると下記のように考えられ
る。跡措置対象物量は，捨石が約２０万m3，表土が
約２４万m3，鉱さいが約３万m3，ヒープリーチング
残渣の捨石が約３万m3ある。ヒープリーチング等
の施設の解体時にドラム缶換算で約１万本強の発
生量が予測される。現在定常的に発生している措
置対象物は，廃水処理施設からろ過砂及び殿物な
ど（年平均５０～６０m3）である（表２）。

（１）インベントリ的特徴
�　捨石の多くは周辺の岩石と同じで，花崗岩，
礫岩及び頁岩などより構成される。

�　ウラン，ラジウムの化学形態は，ウラン鉱床
の鉱石の化学形態とほぼ同じと想定される1）。
�　捨石の平均的なウラン含有率は，０．００４％
U3O8（約０．４２Bq/g：U‐２３８）以下と推定される。
捨石のウラン濃度（U‐２３８）と日本における花
崗岩類の値6）と比較すると，ほぼ同程度のレベル
である（表３）。また，鉱さいたい積場で管理し
ているものは鉱石を処理した後の鉱さいや坑水
処理からのろ過砂や沈殿物で，これらについて
は，平均的にウラン約３Bq/g：U‐２３８，ラジウ
ム約１６Bq/g：Ra‐２２６（鉱さいのみでは２２Bq/g）
と推定される（表４）。
�　人形峠周辺のウラン鉱床には，カドミウム，
鉛，クロム，水銀等はほとんど含まれていない7）。
一方，砒素は，鉱石起源のものが鉱さいに含ま
れる7）ものの，鉱さいたい積場内水や地下水から
は検出されていない。また，そこから発生する
坑水等は規制値を十分下回っている。
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表２　鉱業に伴う跡措置対象物の量

今後の発生予測量内　　　　　　　　容種　　類

－約２０万m3ウラン鉱床にたどり着くまでに掘り出された岩石及び土砂
捨石

（探鉱・採掘に伴う捨石）
１

－約２３．６万m3露天採掘を行うために剥土した岩石及び土砂表土２

５０～６０m3/年
（ろ過砂及び殿物）約３万m3

製錬において発生した残渣 
（石灰中和による硫酸カルシウムを含む廃砂，廃泥）

鉱さい３

－約３万m3
選鉱において発生した捨石
（硫酸浸出，石灰中和処理）

ヒープリーチング残渣の
捨石

４

－
約１０，０００本 

（解体時予測，ド
ラム缶換算）

金属類：タンク，反応塔，配管，バルブ，架台
（約１，５００本：ドラム缶）
難燃物：FRPタンク，塩ビ配管，バルブ，イオン交換樹脂，
活性炭
（約５００本：ドラム缶）
コンクリート
（約８，０００本：ドラム缶）

ヒープリーチング関連施
設解体物

５

－
約６００本 

（解体時予測，ド
ラム缶換算）

採鉱資材，廃水配管採鉱・廃水配管解体物６

－
約８７０本

（解体時予測，ド
ラム缶換算）

金属類：配管，バルブ，架台，鉄骨
（約２２０本：ドラム缶）
難燃物：FRPタンク，塩ビ配管，バルブ
（約５０本：ドラム缶）
コンクリート：腰壁，床，基礎
（約６００本：ドラム缶）

廃水処理関連施設解体物７

廃樹脂：約１００本/１０年
廃活性炭：約４５本/１０年
（ドラム缶換算）

約７０本 
（ドラム缶換算）

廃樹脂，廃活性炭（約２５本，約４５本：ドラム缶）廃水処理資材（消耗品）８
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（２）放射線的特徴
�　捨石等は，ウランと子孫核種の比が天然の存
在比か，ウランが取り除かれウランと比較して
ラジウム等の子孫核種が多い状態にあり，将来
においても放射性核種濃度はほとんど変化しな
いか元の鉱石より低い状態にある。
�　ウラン鉱山周辺の河川水中のウラン，ラジウ
ム濃度や大気中のラドン濃度等は，一般的なレ
ベルである。
�　鉱さいたい積場のたい積物は，捨石と比較し
てラジウム濃度が高いが，貯留水が鉱さいを覆
い湿潤させた状態にあることから，その遮蔽効
果により，ラドン散逸率は抑えられ，鉱さいた
い積場のラドン散逸率は捨石たい積場と同程度
である。

４．周辺の地質環境

　人形峠鉱山及び東郷鉱山周辺の特徴について

は，大まかにみて地形的には，中国山地一帯にみ
られる早壮年期の山容を呈している。
　地質的には，基盤の花崗岩類と，それを不整合
に覆う礫岩，砂岩及び泥岩の一部もしくは凝灰岩
類が分布し，ウラン鉱床はこれを母岩としてチャ
ンネル構造中に胚胎している。
　センター構内で計測された露天採掘場跡地内の
捨石，泥岩，礫岩，風化花崗岩及び花崗岩の透水
係数は，捨石：１×１０－6m/sオーダ，泥岩：１×
１０－7m/sオーダ，礫岩：１×１０－７m/sオーダ，風
化花崗岩：１×１０－7m/sオーダ，花崗岩：１×１０－9m/s
オーダであり，一般的に示されている泥岩：１０－4～
１０－8m/sオーダ，結晶質岩：１０－6～１０－10m/sオー
ダ8）と同程度である。

５．跡措置にかかわる国際的な考え方等

　国内には核原料物質鉱山の跡措置事例はないこ
とから，わが国の金属鉱山及び海外のウラン鉱山
の事例が跡措置を考える上で参考となる。海外に
おける捨石の措置は，整形・覆土・植栽を基本と
し，捨石の一部は露天採掘場及び貯留池の埋め戻
し，貯留池の堤防の補強，鉱さいたい積場の覆土
材などとしての利用を基本としており，道路の敷
石に使用されている例もある。また，鉱さいの措
置については，ドライアップ・整形・透水性の異
なる複数の層による覆土・植栽，もしくは水没を
基本としている（写真２）。
　また，ICRPにおける放射線防護の考え方9）や原
子力委員会の報告6），さらには，ウラン鉱山廃棄物
措置にかかわるガイドライン（IAEA案）10）につい
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表３　捨石と周辺岩石等のU‐２３８の平均的含有量

U‐２３８（Bq/g）

＜０．０９～０．４２＊1）捨石

約２．４鉱さい

０．０１３～０．２３
０．０１３～０．０９２

日本の花崗岩類
山陰の花崗岩類

０．００５～０．０３０日本の土壌

０．２１～１００日本のマンガン鉱床の一例

１．６～１４日本のリン鉱床の一例

５．６～１５放射性温泉沈殿物

２．３化学肥料（熔燐）
＊1）捨石たい積場ごとの推定ウラン濃度の平均値
＊1）（＜０．０００９～０．００４％U3O8）より計算

表４　鉱さいたい積場たい積物の種類と濃度

Ra‐２２６U‐２３８量
（万m3）

内　　　　　　　　訳
Bq/gBq/g

約２２．２

約４．４×１０－2

平均　約１６

約３．７×１０－4

（Bq/cm3）

約２．４

約４．６

平均　約３．０

約１．２×１０－3

（Bq/cm3）

２．３

０．７

０．４

合計　３．４

１．たい積物
旧製錬所からの鉱さい（廃砂，廃泥）
旧製錬所からの中和沈殿物
ヒープリーチング施設からの中和沈殿物
坑水処理施設からの沈殿物
坑水処理施設からのろ過砂

２．流入水
露天採掘場跡地
見学坑道
大排水溝（旧峠２号坑）
ダム漏湧水
雨水

１９～２９
（年間流
入間）

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
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ては，措置の基準を考える上で参考となる。その
ポイントは下記のとおりである。
（１）制度的管理に関しては，受動的管理と能動的
管理の組合せを基本とし，長期的には受動的管
理に期待する。

（２）現存する廃棄物管理施設に対してなんらかの
措置（介入）が正当化される判断基準としては，
ICRP勧告を踏まえ１０mSv/年を推奨する（図
２）。

（３）放射線防護の側面のみならず化学的毒性につ

いても対策が必要である。
（４）採鉱・製錬施設から発生した廃棄物の管理方
法を決定するには，職業被ばく，公衆被ばく，
環境への影響を見積もるための安全解析が必要
である。

６．跡措置の基本的考え方

　鉱山施設全体の跡措置の検討にあたり，ここで
は，鉱山施設の中でも特に量と数が多い捨石たい
積場及び鉱さいたい積場に重点を置いて考える。
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写真２　海外の鉱さいたい積場の措置事例（フランス・レカルピエール鉱山）

図２　ICRPによる線量の考え方（ICRP Publ．82，1999）

追加年間線量（mSv） 現存年間線量（mSv）

線量限度

免除

最
適
化

線
量
拘
束
値

自然バックグランド

全世界平均

非常に高い値

全世界平均

介入が必要

一般的な介入のレベル

ほとんど常に正当化される介入

正当化されそうにない介入

100

10

1mSv 
 2.4

　10mSvよりも低いレベルの現存年間数量は，一般的に容認しうるものであるが，介入すべきある
いは対策を行うべきレベル（10～100mSv）を事前に決めて最適の防護活動を選択すべきである。
　介入については，一般のものでも約1mSv/年が介入免除レベルである。

▲

▼

▲

▼

�

▲

▼

1

0.3

0.1

0.01

典型的な高い値典型的な高い値
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なお，たい積場以外の鉱山施設である通気立坑等
は土砂やコンクリート充てんを基本とした措置を
行う。ヒープリーチング施設及び坑水処理施設は
ウランと接触した資材の表面洗浄等を施して再利
用を模索するとともに再利用できないものは鉱業
廃棄物として放射線防護上の安全性を担保した上
で措置する。
　現在，柵などで立ち入りを制限して管理してい
るたい積場を措置し，たい積物からの影響をどこ
においても，鉱山保安法で定められた線量限度で
ある１mSv/年を下回るようにすることで，管理の
低減を図る（図３）。
　このためには，海外ウラン鉱山の措置事例や
IAEA（国際原子力機関）のガイドライン（案）10）など
の考え方を参考にしつつ，活動を終了した鉱山と
して鉱山保安法に基づいた措置を進める。本計画
では，鉱さいたい積場を例に，鉱害防止及び放射
線障害防止の安全確保を大前提に，以下の点に着
目して工学的な検討を行った。
�　たい積場の構造安定化
�　たい積物からの溶出量低減
�　たい積物からの溶出成分の流出抑制
�　放射線の遮蔽及びラドンの散逸抑制
�　動植物の侵入及び毛管上昇の抑制
　この結果，措置の形態として，現状維持タイプ，
覆土埋設タイプ，地下ピット埋設タイプ，整形覆
土充てん材タイプ，立坑タイプ，トンネル斜坑タ

イプの６つの形態が候補に挙がった（図４）。これ
らの措置形態について，構造の安定性，ウラン・
ラジウム等溶出量の低減機能，放射線の遮蔽及び
ラドン散逸抑制，工事及び修復の容易さ，制度的
管理の必要性，人間侵入の可能性，工事期間及び
工費等について比較検討した結果，整形，覆土，
植栽などの工学的な措置を施す覆土埋設タイプで
現在の場所において安全かつ合理的に措置できる
ものと考えられた（図５）。

７．跡措置の安全性の見通し

　捨石たい積場及び鉱さいたい積場の措置の安全
性の見通しについて，放射性廃棄物の処分で考慮
されている安全評価の方法を用いて検討した結果
を参考として示す。土木的な構造の安定性，ラド
ンや放射線の閉じ込め・遮蔽，地下水の遮水性な
どを考慮し，現在の位置で整形，覆土，植栽を行
う場合を対象とした。措置中，措置後の人間への
被ばくに影響を及ぼすと考えられる事象に対し，
予察的に安全性評価を以下の仮定で行った。
�　措置では，整形・覆土・植栽を基本とする。
�　捨石や鉱さいは，核種濃度を均質とする。
�　覆土層の厚さを捨石で２．０m，鉱さいで３．０m
とする。

�　各たい積場の場所及び敷地境界は現在の位置
と同じとする。

�　たい積場の立地条件（地形，水理・水文，住
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図３　跡措置の考え方
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民の生活形態）に応じて評価する。
�　たい積場内での核種の溶出及びたい積場から
帯水層への移行は，地下水面下とする。
�　帯水層中での地下水移行では希釈・混合は考
慮しないが，河川水による希釈は考慮する。
�　評価点は現在の敷地境界の外側と設定する。
�　評価値は自然バックグランドを除いた値で評
価するため，覆土や帯水層中の放射性核種濃度
を考慮しない。

　なお，大気中のラドンの評価は，地形によるラ
ドンガスの滞留，自然バックグランドのばらつき
及び変動等の周辺環境からの影響の考え方などの
課題がある。このため，捨石や鉱さいを起源とす
るラドン散逸率は周辺環境と同程度となるように
覆土厚を設定することにより，措置後に捨石や鉱
さいによる大気中のラドン濃度への寄与分は無い
（自然バックグランドの範囲内）と仮定した。それ
ゆえ，今回の評価に捨石や鉱さいから発生する大
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図５　鉱さいたい積場の安定化措置方法の概念図（履土埋設タイプ）

図４　措置方法のイメージ
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気中のラドンの影響は含まなかった。
　評価結果は，適切な管理のもとで，将来におい
ても一般人の被ばく線量限度１mSv/年を大きく
下回るものであった（図６）。計算には，核種評価
コードORIGEN‐2，γ線遮蔽評価コードQAD‐
CGGP2，スカイシャイン線量計算コードG33‐
GP2，サイクル機構東海事業所処分研究部で開発
した浅地中処分評価用核種移行解析コード
NESTORを用いた。

８．今後の課題

　「７．跡措置の安全性の見通し」を踏まえ，技術
的には次のような観点から課題を整理した。
（１）データ整理の観点
�　地質環境の長期的な安定性にかかわるデータ
�　周辺地質環境データ
�　解体物にかかわるデータ
�　土木構造物の安定性にかかわるデータ

（２）個別技術的課題の観点
�　被ばく評価技術
�　鉱さい等の安定化技術
（３）管理・評価の観点
�　モニタリング技術
�　管理システムや記録保存システム
�　長期間を対象とした評価手法
　また，それぞれの課題についてのポイントは下
記のように示される。
（１）データ整理の観点
�　広域的な地質環境の長期的安定性にかかわ
る，火山，地震・断層，隆起・侵食などにかか
わる地質環境データを取得し，評価する。

�　周辺の地質環境に関する比較的広域の地質構
造に関する既存データについて，妥当性の評価
を行う。

�　水理地質モデルを作成する。
�　解体物については，種類ごとの量，鉱石付着
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図６　評価経路概念図と試算結果

鉱さいたい積場の場合は，「地下水」を「地下水が流入した河川水」に読みかえる。
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量，洗浄効果等，必要なデータ類の代表値及び
その変動を整備する。

（２）個別技術的課題の観点
�　たい積場ごとにその周辺の地質環境データに
ついて，鉱山探鉱，採鉱時等の過去のデータの
整備，国内外の類似データの収集を行う。
�　実証試験として，捨石の措置方法に関する設
計や安全評価解析用のデータ取得ならびに解析
モデルの検証を行うために，基礎試験，中規模
実証試験によりデータを取得していく（図７）。

�　鉱さいの安定化手法に関する必要性を検討
し，技術比較を行う。

（３）管理・評価の観点
�　他の放射性廃棄物の動向や他の産業分野の状
況を勘案し，モニタリング等の関連する既存情
報を整理する。
�　たい積場や鉱さいたい積場の物理化学的特
性，法的位置付け，柵などを撤去する際に付与
される制限事例等，管理・評価を検討する際に
必要となる前提条件を明確にする。

９．跡措置方策実現に向けて（アクションプラン）

　跡措置のスケジュールは，全体計画の策定（第
１フェーズ），技術基盤の確立（第２フェーズ）及
び措置の実施（第３フェーズ）とした（図８）。
　この全体計画に基づき，抽出した技術課題の解

決を図り，その成果に基づいて，対象物の特性に
応じて恒久的な対策を実施することとなる。
　なお，捨石たい積場の措置については，社会的
な背景を考慮し，まず方面捨石たい積場を優先的
に行い，その他のたい積場についても早期に完了
できるよう取り組む。鉱さいたい積場については，
流入水低減，坑排水処理対策，溶出防止・安定化
などの措置を行う。

１０．鉱山跡措置技術委員会による評価・確認

　本計画は，鉱山跡措置技術委員会の委員からの
助言や指導を仰ぎながら取りまとめを行った。
２００２年４月１１日に開催された第４回鉱山跡措置技
術委員会において，本計画について技術的な観点
から，以下のように評価・確認された。
�　法律などに基づく現状の管理状態に問題はな
い。

�　既に海外で行われているウラン鉱山を安全に
跡措置するための仕組みや措置事例，関連する
国際的な基準やガイドラインなどについての情
報を十分参考としている。

�　検討された跡措置の方法によって，措置後も
今と同様に安全であることの見通しが得られ
る。

�　必要なデータや情報を得るための課題が整理
され，その方法や具体的な項目が示されている。
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図７　措置に必要なデータの取得（実証試験）
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�　現在の場所で，基本的には整形・覆土・植栽
を行うことで，跡措置後も鉱山施設からの影響
を１mSv/年を下回るようにしておくことが可
能であり，措置の設計や安全評価解析を行う上
で課題となるデータについては，現地調査や実
証試験で取得できる。

１１．おわりに

　人形峠鉱山の跡措置問題は，単に地域の個別問
題として取り組むだけでなく，金属鉱山として，
また，天然起源の線源を有した核原料物質鉱山と
して，関連する広い範囲の中で解決すべきものと
して，今後も積極的に取り組んでいく。
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